
2024年6月25日

（単位：百万円）

金　　　　　額 金　　　　　額

432,436 3,820,365

現 金 40,871 203,632

預 け 金 391,565 2,299,391

1,436 18,414

99 14,038

商 品 国 債 20 1,253,455

商 品 地 方 債 79 13,265

960,512 18,166

国 債 154,508 81,202

地 方 債 287,063 273,400

社 債 167,210 273,400

株 式 75,968 3

そ の 他 の 証 券 275,761 3

2,948,546 13,765

割 引 手 形 4,659 364

手 形 貸 付 29,809 1,099

証 書 貸 付 2,595,831 943

当 座 貸 越 318,246 756

5,165 0

外 国 他 店 預 け 4,997 4,147

買 入 外 国 為 替 77 2,153

取 立 外 国 為 替 90 831

38,850 261

未 決 済 為 替 貸 264 3,208

前 払 費 用 249 917

未 収 収 益 3,116 207

金 融 派 生 商 品 8,092 173

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金 2,930 684

そ の 他 の 資 産 24,198 1,447

27,253 1,437

建 物 10,282 13,048

土 地 12,927 4,206,654

リ ー ス 資 産 766

建 設 仮 勘 定 901 37,461

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 2,375 27,986

5,489 15,000

ソ フ ト ウ ェ ア 5,183 12,986

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 145 125,883

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 161 4,239

3,571 121,643

13,048 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 32

△ 18,045 別 途 積 立 金 71,604

繰 越 利 益 剰 余 金 50,006

191,330

19,230

△ 12

1,164

20,381

211,712

4,418,366 4,418,366

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

資 本 準 備 金

商 品 有 価 証 券

負 債 の 部 合 計

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

譲 渡 性 預 金

借 入 金

リ ー ス 債 務

売 渡 外 国 為 替

外 国 為 替

支 払 承 諾

貸借対照表（２０２４年３月３１日現在）

現 金 預 け 金

科　　　　　　目 科　　　　　　目

（ 資 産 の 部 ）

金 融 派 生 商 品

預 金

（ 負 債 の 部 ）

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

資 産 の 部 合 計

給 付 補 填 備 金

支 払 承 諾 見 返

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

資 産 除 去 債 務

そ の 他 資 本 剰 余 金

偶 発 損 失 引 当 金

そ の 他 資 産

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

貯 蓄 預 金

借 用 金

定 期 積 金

通 知 預 金

貸 出 金

有 形 固 定 資 産

賞 与 引 当 金

外 国 為 替

そ の 他 の 負 債

利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

前 払 年 金 費 用

利 益 準 備 金

貸 倒 引 当 金

　　　第３期　決 算 公 告

　　　　　　三重県四日市市西新地７番８号
　　　　　　株式会社　三　十　三　銀　行
　　　　　　取締役頭取　  道 廣 剛 太 郎

そ の 他 負 債

未 決 済 為 替 借

定 期 預 金

そ の 他 の 預 金

当 座 預 金

普 通 預 金

繰 延 税 金 負 債

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

前 受 収 益

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

株 式 給 付 引 当 金

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金



（単位：百万円）

金　　　　　　　　　　　額

53,474

35,543

28,513

6,630

332

67

14,199

1,847

12,352

2,042

142

500

23

1,376

1,689

0

1,469

41

177

43,337

405

369

4

10

16

3

3,821

199

3,622

1,449

2

447

897

102

35,740

1,921

1,186

358

53

322

10,136

1,263

1,263

1,108

472

635

10,292

2,014

1,147

3,162

7,129

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息

商 品 有 価 証 券 売 買 損

株 式 等 償 却

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

科　　　　　目

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

減 損 損 失

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

株 式 等 売 却 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用

国 債 等 債 券 売 却 損

国 債 等 債 券 償 却

国 債 等 債 券 償 還 損

役 務 取 引 等 費 用

支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 経 常 収 益

償 却 債 権 取 立 益

そ の 他 の 経 常 収 益

株 式 等 売 却 益

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

貸 出 金 利 息

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

受 入 為 替 手 数 料

国 債 等 債 券 償 還 益

経 常 費 用

外 国 為 替 売 買 益

国 債 等 債 券 売 却 益

有 価 証 券 利 息 配 当 金

預 け 金 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

金 融 派 生 商 品 収 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

２０２３年４月　１日から
２０２４年３月３１日まで

　　　　　　　損益計算書

固 定 資 産 処 分 益

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

譲 渡 性 預 金 利 息

そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益



個別注記表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、子会社・子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については時

価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による

原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、１９９８年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに

２０１６年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

       建  物     ３年 ～ ５０年 

      そ の 他     ３年 ～ ２０年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内におけ

る利用可能期間（主として５年～１０年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数

とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、零としております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建の資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

６．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、資産の自己査定基準に基づき資産査定を実施し、判定した債務者区分と債権分類に応じ

て、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認

会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 ２０２２年４月１４日）に規定する正常先債権及び要注意先

債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで

計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の直近３算定期間にお

ける平均値に基づき予想損失率を求め、算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債

権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額に対して、今後の予想損失額

を見込んで計上しており、予想損失額は、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の直近３算定期間とよ

り長期の過去の一定期間における平均値に基づき予想損失率を求め、そのいずれか高い方を用いて算定して

おります。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

 また、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権を有する債務者等で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権

の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、

当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒

引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 



 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び審査所管部署が資産査定を実施し、当該部署

から独立した監査部が査定結果を監査しております。 

（２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業

年度に帰属する額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及

び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

      過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法によ

り損益処理 

      数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

（４）株式給付引当金 

株式給付引当金は、役員株式給付規程に基づく当行の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を

除く。）及び執行役員への株式会社三十三フィナンシャルグループ普通株式の給付等に備えるため、当事業年

度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。 

（５）睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について、預金者からの払戻請求に基づく払戻損失に備

えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。 

（６）偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に基づく信用保証協会への負担金の支払いに備えるた

め、将来の負担金支払見込額を計上しております。 

７．ヘッジ会計の方法 

（１）金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第２４号 ２０２２年３

月１７日。以下「業種別委員会実務指針第２４号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッ

ジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等と

ヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しておりま

す。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相

関関係の検証により有効性の評価をしております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

（２）為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取

引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第２５号 

２０２０年１０月８日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外

貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘ

ッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在

することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

８．重要な収益及び費用の計上基準 

   約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ

る金額で収益を認識しております。 

 

 

 



重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表

に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

貸倒引当金 

１．当事業年度に係る財務諸表に計上した額 

貸倒引当金    １８，０４５百万円 

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報  

(１) 算出方法 

貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針」「６．引当金の計上基準」「（１）貸倒引当金」に記載し

ております。 

(２) 主要な仮定  

① 債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通しやキャッシュ・フローの状況 

貸倒引当金算定にあたり、見積りの要素となる債務者区分は、債務者の財務情報等の定量的な情報に加え、

将来の業績見通しやキャッシュ・フローの状況等の定性的な要因に関連する情報も勘案して判定しておりま

す。特に事業性貸出先については、各債務者の収益獲得能力や債務償還能力、経営改善計画の内容や進捗状

況等を踏まえ、個別に評価し、設定しております。 

② キャッシュ・フロー見積法における将来キャッシュ・フロー 

債務者の経営実態等を踏まえた債務返済能力に基づき、債権の元本の回収及び利息の受取りに係る将来キ

ャッシュ・フローを合理的に見積っております。 

また、資源価格高騰や人件費上昇等を含む経済環境の変化は、今後一定期間継続するものと想定しており

ます。一部の業種等への影響については、個別の債務者における直近の業績や資金繰り状況を考慮して、自

己査定結果に基づき貸倒引当金を計上しておりますが、政府や自治体の経済対策や金融機関による支援等に

より、貸出金に多額の損失が発生する事態には至らないという仮定を置いております。 

(３) 翌事業年度に係る財務諸表に及ぼす影響  

個別貸出先の業績変化や経済環境の変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業

年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式及び出資金総額         ８，６９６百万円 

２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権

は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証している

ものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、

外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるものであります。 

   

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額    １１，５０１百万円 

危険債権額                 ５７，６６４百万円 

三月以上延滞債権額                ３９６百万円 

貸出条件緩和債権額              ６，８０３百万円 

合計額                   ７６，３６５百万円 

 

  破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由に

より経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った

債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当

しないものであります。 

  三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生

債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 



  貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ず

る債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

  なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

３．手形割引は、業種別委員会実務指針第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ 

た商業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その 

額面金額は、４，７３７百万円であります。 

４．ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（日本公認会計士 

協会会計制度委員会報告第３号 ２０１４年１１月２８日）に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処 

理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は、７，００５百万円であります。 

５．担保に供している資産は次のとおりであります。 

 担保に供している資産 

有価証券 ２９８，８５０百万円 

 担保資産に対応する債務 

預金 １２，３０１百万円 

借用金 ２７３，４００百万円 

 上記のほか、公金事務取扱の取引の担保として、有価証券１００百万円及びその他の資産４３７百万円を差し

入れております。 

子会社、子法人等及び関連法人等の借入金等の担保として、差し入れている有価証券はありません。 

  また、その他の資産には、中央清算機関差入証拠金２０，０００百万円及び敷金・保証金９２８百万円が含ま

れております。 

６．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、５０７，１１３百万円であります。このうち原契約期間が１年以内

のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが４２７，１３９百万円あります。 

  なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の

変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証

券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

７．土地の再評価に関する法律（１９９８年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行  

い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

    再評価を行った年月日 

１９９９年３月３１日 

    同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

     土地の再評価に関する法律施行令（１９９８年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に定める地

価税法に基づいて、奥行価格補正、時点修正、近隣売買事例による補正等合理的な調整を行って算出。 

     同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額   ３，５９８百万円 

８．有形固定資産の減価償却累計額      ３２，９２４百万円 

９．有形固定資産の圧縮記帳額         ２，１６７百万円 

１０. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保

証債務の額は３３，４８５百万円であります。 

１１. 関係会社に対する金銭債権総額      ２０，６８１百万円  

１２. 関係会社に対する金銭債務総額      １３，９４１百万円  

 



１３. 銀行法第１８条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合には、会社法第４４５条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、

当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として計上

しております。 

  当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は、３７６百万円であります。 

１４. 銀行法施行規則第１９条の２第１項第３号ロ（１０）に規定する単体自己資本比率（国内基準）は、７．９０％ 

であります。 



（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 

  資金運用取引に係る収益総額             ８４百万円  

  役務取引等に係る収益総額             １１８百万円  

  その他業務・その他経常取引に係る収益総額      ２１百万円  

関係会社との取引による費用 

  資金調達取引に係る費用総額              ０百万円  

  役務取引等に係る費用総額             ３８７百万円  

  その他業務・その他経常取引に係る費用総額   １，５２５百万円  

  その他の取引に係る費用総額              ８百万円 

 

２．「減損損失」は、移転、廃止等の決定及び営業キャッシュ・フローの低下がみられる営業用店舗等について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額したものであります。 

地域 主な用途 種類    減損損失 

三重県内 営業用店舗３０か所 土地、建物及び 
その他の有形固定資産等 ２９３百万円 

  (うち土地           ８６百万円) 
  (うち建物           ９７百万円) 
  (うちその他の有形固定資産等 １１０百万円) 
 
 

共用資産７か所 土地、建物、ソフトウェア 
及びその他の有形固定資産 ２８９百万円 

  (うち土地          １６０百万円) 
  (うち建物           ６８百万円) 
  (うちソフトウェア        ７百万円) 
  (うちその他の有形固定資産   ５２百万円) 

三重県外 営業用店舗１４か所 建物及び 
その他の有形固定資産 ４７百万円 

  (うち建物           ３１百万円) 
  (うちその他の有形固定資産   １６百万円) 

 共用資産１か所 建物及び 
その他の有形固定資産 ５百万円 

  (うち建物            ４百万円) 
  (うちその他の有形固定資産    ０百万円) 

合 計 
営業用店舗４４か所 
共用資産８か所 

土地、建物、ソフトウェア 
及びその他の有形固定資産等 ６３５百万円 

  (うち土地          ２４６百万円) 
  (うち建物          ２００百万円) 
  (うちソフトウェア        ７百万円) 
  (うちその他の有形固定資産等 １８０百万円) 

当行は、営業用店舗については、店舗単位のキャッシュ・フローが相互補完的であるエリア単位で、移転、

廃止予定資産及び遊休資産については、各資産単位でグルーピングしております。また、本部、事務センター、

寮、社宅等については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。 
なお、当事業年度において減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であり、正味売却価額は

主として不動産鑑定評価額等に基づき算定しております。 

 

 



（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。 

１．売買目的有価証券（２０２４年３月３１日現在） 

 当事業年度の損益に含まれた評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 △ １ 

 

２．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（２０２４年３月３１日現在） 

該当ございません。 
 

（注）市場価格のない子会社・子法人等株式等の貸借対照表計上額 

 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式 ６，７７８ 

組合出資金 １，９１８ 

 

３．その他有価証券（２０２４年３月３１日現在） 

種 類 
貸借対照表 

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差 額 

（百万円） 

貸借対照表計上額 

が取得原価を超える

もの 

株式 ６６，３０４ ２１，０１３  ４５，２９０ 

債券 ９１，４１７ ９０，９５４  ４６２ 

 国債 １６，０８５ １５，９５１  １３４ 

 地方債 ４０，１９６ ４０，０１９  １７７ 

 短期社債 ― ―  ― 

 社債 ３５，１３４ ３４，９８３  １５０ 

その他 ９７，９５２ ９４，５２７  ３，４２５ 

 外国債券 ５６，８８１ ５６，１３４  ７４７ 

 その他 ４１，０７０ ３８，３９３  ２，６７７ 

小 計 ２５５，６７４ ２０６，４９５  ４９，１７８ 

貸借対照表計上額 

が取得原価を超え 

ないもの 

株式 ６４９ ８９２ △ ２４２ 

債券 ５１７，３６５ ５３１，５８７ △ １４，２２２ 

 国債 １３８，４２２ １４７，５５９ △ ９，１３６ 

 地方債 ２４６，８６６ ２５０，４６５ △ ３，５９９ 

 短期社債 ― ―  ― 

 社債 １３２，０７６ １３３，５６２ △ １，４８６ 

その他 １６９，４９９ １７８，８０５ △ ９，３０５ 

 外国債券 ９８，７３７ １００，８１２ △ ２，０７４ 

 その他 ７０，７６２ ７７，９９２ △ ７，２３０ 

小 計 ６８７，５１４ ７１１，２８５ △ ２３，７７０ 

合  計 ９４３，１８９ ９１７，７８０  ２５，４０８ 

 

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額 

 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 ２，２３６ 

 非上場外国証券 １１ 

 組合出資金 ６，３７８ 

  組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第３１号  

２０２１年６月１７日）第２４－１６項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 



４．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 ２０２３年４月１日 至 ２０２４年３月３１日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株式 １，２１１ ７００ ― 

債券 ― ― ― 

 国債 ― ― ― 

 地方債 ― ― ― 

 短期社債 ― ― ― 

 社債 ― ― ― 

その他 １２，７２２ ６６６ ４４７ 

 外国債券 １２，０５２ ５００ ４４７ 

 その他 ６６９ １６６ ― 

合  計 １３，９３３ １，３６６ ４４７ 

 

５．減損処理を行った有価証券  

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く。）のうち、当該有価
証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認め
られないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度
の損失として処理(以下「減損処理」という。)しております。 
当事業年度における減損処理額は１０２百万円（債券）であります。 
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、以下のとおりであります。 
時価が取得原価に比べて、３０％以上下落したものを「著しく下落した」とし、そのうち５０％以上

下落したものは原則全額、３０％以上５０％未満下落したものは、回復可能性があると認められるもの
以外について減損処理を行っております。 

 

 （金銭の信託関係） 

該当ございません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

  繰延税金資産 

貸倒引当金                     ４，９１１百万円 

有価証券減損処理                  １，４３０ 

減損損失                        ６０１ 

繰延資産                        ４０６ 

減価償却                        ３９４ 

賞与引当金                       ３１９ 

その他                         ９２０ 

  繰延税金資産小計                   ８，９８３ 

   将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額  △   ３，０８６ 

  評価性引当額小計                △   ３，０８６ 

  繰延税金資産合計                   ５，８９６ 

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金              ６，６５７ 

前払年金費用                      ６２７ 

その他                          ５８ 

   繰延税金負債合計                    ７，３４４ 

   繰延税金負債の純額                   １，４４７百万円 
 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額           １１，６６３円 ５４銭 

１株当たりの当期純利益金額           ３９２円 ７８銭 

 

(重要な後発事象) 

該当ございません。 

 



（単位：百万円）

金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

　 432,460 　 3,807,584

　 1,436 　 81,202

　 99 　 291,345

　 955,694 　 3

　 2,928,955 　 25,158

　 5,165 　 970

　 86,711 　 134

　 28,229 　 65

建 物 　 10,350 207

土 地 　 13,133 　 173

リ ー ス 資 産 　 0 　 684

建 設 仮 勘 定 901 　 1,840

その他の有形固定 資産 　 3,844 　 1,437

　 5,569 　 13,048

ソ フ ト ウ ェ ア 　 5,255 　 4,223,857

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 145 （　純　資　産　の　部　） 　

その他の無形固定 資産 169 　 37,461

　 3,614 　 30,658

585 　 127,167

　 13,048 　 195,287

　 △ 21,104 　 20,103

△ 12

　 1,164

29

　 21,284

　 38

　 216,610

　 4,440,467 　 4,440,467

偶 発 損 失 引 当 金

土 地 再 評 価 差 額 金

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

株 主 資 本 合 計

繰 延 税 金 資 産

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

利 益 剰 余 金

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

退職給付に係る調整累計額

その他の包括利益累計額合計

退 職 給 付 に 係 る 負 債

無 形 固 定 資 産

資 本 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

有 価 証 券 外 国 為 替

そ の 他 負 債

純 資 産 の 部 合 計

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

非 支 配 株 主 持 分

株 式 給 付 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

貸 出 金

第３期　決 算 公 告

2024年6月25日

外 国 為 替

科　　　　　目

現 金 預 け 金 預 金

借 用 金

退 職 給 付 に 係 る 資 産

　　　　　三重県四日市市西新地７番８号
　　　　　株式会社　三　十　三　銀　行
　　  　　取締役頭取 　 道 廣 剛 太 郎

連結貸借対照表（２０２４年３月３１日現在）

繰 延 税 金 負 債

買 入 金 銭 債 権 譲 渡 性 預 金

賞 与 引 当 金

商 品 有 価 証 券



      連結損益計算書

（単位：百万円）

68,506

34,397

貸 出 金 利 息 28,483

有 価 証 券 利 息 配 当 金 5,508

預 け 金 利 息 332

そ の 他 の 受 入 利 息 72

14,838

2,042

17,228

償 却 債 権 取 立 益 0

そ の 他 の 経 常 収 益 17,227

58,282

485

預 金 利 息 369

譲 渡 性 預 金 利 息 4

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 10

借 用 金 利 息 75

そ の 他 の 支 払 利 息 24

3,637

1,449

37,367

15,342

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,287

そ の 他 の 経 常 費 用 14,055

10,223

1,265

1,265

1,107

471

635

10,381

2,375

1,141

3,516

6,864

24

6,839

経 常 利 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

経 常 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 運 用 収 益

減 損 損 失

固 定 資 産 処 分 損

特 別 損 失

金　　　　　　額科　　　　　　目

特 別 利 益

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

２０２３年４月　１日から
２０２４年３月３１日まで

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 等 合 計

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 処 分 益



連結注記表 
 
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
連結財務諸表の作成方針 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等     ９社 

株式会社三十三総研 

三十三リース株式会社 

三重リース株式会社 

株式会社三十三カード 

第三カードサービス株式会社 

三十三信用保証株式会社 

三重総合信用株式会社 

三十三コンピューターサービス株式会社 

三十三ビジネスサービス株式会社 

② 非連結の子会社及び子法人等      ６社 

さんぎん農業法人投資事業有限責任組合 

さんぎん成長事業応援投資事業有限責任組合 

三十三成長事業応援投資事業有限責任組合 

エヌスリー投資事業有限責任組合 

三十三事業承継１号投資事業有限責任組合 

みえ事業承継応援２号投資事業有限責任組合 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰

余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲

から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が

乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

 

(2) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ございません。 

② 持分法適用の関連法人等 

該当ございません。 

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等    ６社 

さんぎん農業法人投資事業有限責任組合 

さんぎん成長事業応援投資事業有限責任組合 

三十三成長事業応援投資事業有限責任組合 

エヌスリー投資事業有限責任組合 

三十三事業承継１号投資事業有限責任組合 

みえ事業承継応援２号投資事業有限責任組合 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持

分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。 

④ 持分法非適用の関連法人等 

該当ございません。 



(3) 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

３月末日     ９社 

 

(4) 開示対象特別目的会社に関する事項 

該当ございません。 

 

(5) のれんの償却に関する事項 

該当ございません。 



会計方針に関する事項 

(１) 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法(売却原価は移動平均法により算定)により行っております。 

(２) 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算

定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(３) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

(４) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、１９９８年４月１日以後に取得した建物（建物附属

設備を除く。）並びに２０１６年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定

額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物   ３年～５０年 

その他   ３年～２０年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主

として定額法により償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年～１０年）に基

づいて償却しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期

間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、零としており

ます。 

(５) 貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、資産の自己査定基準に基づき資産査定を実施し、判定した債務者区分と債

権分類に応じて、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 ２０２２年４月１４日）に規定する正常

先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後

３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎

とした貸倒実績率の直近３算定期間における平均値に基づき予想損失率を求め、算定しております。

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除した残額に対して、今後の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、

３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の直近３算定期間とより長期の過去の一定期間におけ

る平均値に基づき予想損失率を求め、そのいずれか高い方を用いて算定しております。破綻先債権

及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

また、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権を有する債務者等で与信額が一定額以上の大口債務者の

うち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることがで

きる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額

と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上して

おります。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び審査所管部署が資産査定を実施し、

当該部署から独立した監査部が査定結果を監査しております。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案



して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額をそれぞれ計上しております。 

(６) 賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のう

ち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

(７) 役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の

支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

(８) 株式給付引当金の計上基準 

株式給付引当金は、役員株式給付規程に基づく当行の取締役（監査等委員である取締役及び社外

取締役を除く。）及び執行役員への株式会社三十三フィナンシャルグループ普通株式の給付等に備

えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。 

(９) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について、預金者からの払戻請求に基づく払

戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。 

(10) 偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に基づく信用保証協会への負担金の支払いに

備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。 

(11) 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処

理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法

により損益処理 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

(１０年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年

度から損益処理 

連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(12) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建の資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

(13) 重要なヘッジ会計の方法 

① 金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金

融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実

務指針第２４号 ２０２２年３月１７日。以下「業種別委員会実務指針第２４号」という。）に規

定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺する

ヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一

定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フロー

を固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により

有効性の評価をしております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 



② 為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建の金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行

業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別委員会実務指針第２５号 ２０２０年１０月８日）に規定する繰延ヘッジによっておりま

す。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目

的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建

金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによ

りヘッジの有効性を評価しております。 

(14) 重要な収益及び費用の計上基準 

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識しております。 

また、ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準については、リース料受取時に経常収益

と経常費用を計上する方法によっております。 
 

重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結財務諸表にその額を計上した項目であって、翌連結

会計年度に係る連結財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

貸倒引当金 

１．当連結会計年度に係る連結財務諸表に計上した額  

貸倒引当金  ２１，１０４百万円 

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報  

(１) 算出方法 

貸倒引当金の算出方法は、「会計方針に関する事項」「(５) 貸倒引当金の計上基準」に記載

しております。 

(２) 主要な仮定  

① 債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通しやキャッシュ・フローの状況 

貸倒引当金算定にあたり、見積りの要素となる債務者区分は、債務者の財務情報等の定量的な

情報に加え、将来の業績見通しやキャッシュ・フローの状況等の定性的な要因に関連する情報も

勘案して判定しております。特に事業性貸出先については、各債務者の収益獲得能力や債務償還

能力、経営改善計画の内容や進捗状況等を踏まえ、個別に評価し、設定しております。 

② キャッシュ・フロー見積法における将来キャッシュ・フロー 

債務者の経営実態等を踏まえた債務返済能力に基づき、債権の元本の回収及び利息の受取りに

係る将来キャッシュ・フローを合理的に見積っております。 

また、資源価格高騰や人件費上昇等を含む経済環境の変化は、今後一定期間継続するものと想

定しております。一部の業種等への影響については、個別の債務者における直近の業績や資金繰

り状況を考慮して、自己査定結果に基づき貸倒引当金を計上しておりますが、政府や自治体の経

済対策や金融機関による支援等により、貸出金に多額の損失が発生する事態には至らないという

仮定を置いております。 

(３) 翌連結会計年度に係る連結財務諸表に及ぼす影響  

個別貸出先の業績変化や経済環境の変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合

は、翌連結会計年度に係る連結財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があり

ます。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

１．関係会社の出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の出資金を除く）  １，９１８百万円 

２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。

なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は

一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条

第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支

払承諾見返の各勘定に計上されるものであります。 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 １２，２３８百万円 

危険債権額 ５８，３１３百万円 

三月以上延滞債権額  ３９７百万円 

貸出条件緩和債権額 ６，８０９百万円 

合計額 ７７，７５８百万円 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て

等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契

約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金

で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生

債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

３．手形割引は、業種別委員会実務指針第２４号に基づき金融取引として処理しております。これによ

り受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有

しておりますが、その額面金額は、４，７３７百万円であります。 

４．ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第３号 ２０１４年１１月２８日）に基づいて、原債務者に対する

貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸借対照表計上額は、７，００５百万円であり

ます。 

５．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券       ２９８，８５０百万円 

担保資産に対応する債務 

預 金         １２，３０１百万円 

借用金        ２７３，４００百万円 

上記のほか、公金事務取扱の取引の担保として、有価証券１００百万円及びその他資産４３７百万

円を差し入れております。 

非連結の子会社及び子法人等並びに関連法人等の借入金等の担保として、差し入れている有価証券

はありません。 

また、その他資産には、金融商品等差入担保金２，９３０百万円、中央清算機関差入証拠金

２０，０００百万円及び敷金・保証金９８３百万円が含まれております。 

６．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けること

を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、５１２，８１１百万円であります。



このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが４３２，８３８百

万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与える

ものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由

があるときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契

約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応

じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続

に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

７．土地の再評価に関する法律（１９９８年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の

土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税

金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に

計上しております。 

再評価を行った年月日 

１９９９年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（１９９８年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に

定める地価税法に基づいて、奥行価格補正、時点修正、近隣売買事例による補正等合理的な調整を

行って算出。 

同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額  ３，５９８百万円 

８．有形固定資産の減価償却累計額  ３４，４９３百万円 

９．有形固定資産の圧縮記帳額  ２，１６７百万円 

10．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対す

る保証債務の額は３３，４８５百万円であります。 

11. 銀行法施行規則第１７条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）は、 

８．０２％であります。 



(連結損益計算書関係) 

１．「その他の経常収益」には、株式等売却益１，６３３百万円を含んでおります。 

２．「その他の経常費用」には、株式等売却損３５８百万円を含んでおります。 

３．「減損損失」は、移転、廃止等の決定及び営業キャッシュ・フローの低下がみられる営業用店舗等

について、帳簿価額を回収可能価額まで減額したものであります。 

地域 主な用途 種類    減損損失 

三重県内 営業用店舗３０か所 土地、建物及び 
その他の有形固定資産等 

２９３百万円 

  (うち土地           ８６百万円) 
  (うち建物           ９７百万円) 
  (うちその他の有形固定資産等 １１０百万円) 

 共用資産７か所 土地、建物、ソフトウエア 
及びその他の有形固定資産 ２８９百万円 

  (うち土地          １６０百万円) 
  (うち建物           ６８百万円) 
  (うちソフトウエア        ７百万円) 
  (うちその他の有形固定資産   ５２百万円) 

三重県外 営業用店舗１４か所 建物及び 
その他の有形固定資産 ４７百万円 

  (うち建物           ３１百万円) 
  (うちその他の有形固定資産   １６百万円) 

 共用資産１か所 建物及び 
その他の有形固定資産 ５百万円 

  (うち建物            ４百万円) 
  (うちその他の有形固定資産    ０百万円) 

合 計 営業用店舗４４か所 
共用資産８か所 

土地、建物、ソフトウエア 
及びその他の有形固定資産等 ６３５百万円 

  (うち土地          ２４６百万円) 
  (うち建物          ２００百万円) 
  (うちソフトウエア        ７百万円) 
  (うちその他の有形固定資産等 １８０百万円) 

 

当行は、営業用店舗については、店舗単位のキャッシュ・フローが相互補完的であるエリア単位で、

移転、廃止予定資産及び遊休資産については、各資産単位でグルーピングしております。また、本部、

事務センター、寮、社宅等については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資

産としております。 

連結される子会社及び子法人等については、各社を一つのグループとして、各社毎にグルーピング

しております。 
なお、当連結会計年度において減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であり、正

味売却価額は主として不動産鑑定評価額等に基づき算定しております。 

４．包括利益  １９，９１１百万円 



（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 
(１) 金融商品に対する取組方針 

当行グループは貸出業務、預金業務、有価証券投資業務等の銀行業務を中心に各種金融サービスを

提供しております。これらの業務を行うため、市場の状況や長期・短期のバランス等を考慮したうえ

で、必要に応じて借用金等による資金調達も行っております。このように、主として金利変動を伴う

金融資産及び金融負債を有しているため、金利変動による不利な影響が生じないよう、当行グループ

では、資産及び負債の総合的管理（ALM）を行っております。その一環として、デリバティブ取引も

行っております。 
 

(２) 金融商品の内容及びそのリスク 

当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金であり、顧客

の財務状況の悪化等により、貸出金の元本や利息の回収が困難となる信用リスクに晒されております。

また、債券、株式、投資信託等の有価証券を保有しており、金利、為替、株価等の市場価格の変動に

より、資産価値が減少する市場リスクや、発行体の財務状況の悪化等により、元本の償還やクーポン

の受取りが困難となる信用リスクに晒されております。 

一方、当行グループが保有する金融負債は、預金や借用金等であり、市場環境の悪化等により、必

要な資金が確保できず、資金繰りが悪化する流動性リスクに晒されております。 

また、当行グループは、お客様に対するヘッジ手段等の提供や、当行グループの資産及び負債の総

合的管理（ALM）等を目的に金利スワップ取引や為替予約等のデリバティブ取引を行っております。

これらのデリバティブ取引は、市場の変動により損失を被る市場リスクや取引先の契約不履行により

損失を被る信用リスク（カウンターパーティーリスク）等に晒されております。 

当行グループは、金利スワップ取引を貸出金に係る金利リスクに対するヘッジ手段として、ヘッジ

会計を適用しております。これらのヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対

象である貸出金とヘッジ手段である金利スワップ取引双方の理論価格の算定に影響を与える市場金

利の変動幅の累計を比較し、ヘッジの有効性を評価しております。また、一部の資産・負債について

は金利スワップの特例処理を行っております。 

 

(３) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当行グループは、信用リスク管理に関する諸規程・運営方針に従い、貸出金について、個別案件ご

との与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や担保の設定、問題債権への対応など与

信管理に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管理は、各営業店のほか審査部門によ

り行われ、また、権限によっては、定期的に経営陣に審議・報告を行っております。さらに、与信管

理の状況については、監査部門がチェックしております。 

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、市場部門において、信用情報や時価を定期的に把握す

るとともに、保有限度額を設定し、リスクの集中を回避しております。 

② 市場リスクの管理 

当行グループは、市場リスク管理に関する諸規程・運営方針に従い、市場取引執行部門であるフロ

ントオフィス、市場取引事務部門であるバックオフィス、及び市場リスク管理部門であるミドルオフ

ィスのそれぞれを、各機能が独立する形で設置し、実効性のある相互牽制体制を整備しております。 

市場リスク管理部門は、計量可能な市場リスクについて市場リスク量を計測するとともに、市場リ

スク量を適切にコントロールするため、保有限度枠や損失限度枠等の遵守状況をモニタリングするほ

か、定期的に経営陣に報告を行っております。さらに、市場リスク管理の状況については、監査部門

がチェックしております。 

当行グループにおいて、市場リスクを抱える主たる金融商品は、「有価証券」、「貸出金」、「預

金」、「譲渡性預金」、「借用金」、「デリバティブ取引」であります。これらの市場リスクについ

ては、VaR（予想最大損失額）による定量化（保有期間 債券６０営業日、純投資株式６０営業日、政

策投資株式１２０営業日、投資信託６０営業日、預貸金等２４０営業日、対顧客デリバティブ取引

６０営業日、信頼区間９９％、観測期間５年）を行っております。 

２０２４年３月３１日現在で当行グループの市場リスク量は、１１８億円であります。 

なお、VaR は過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量であり、

通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合がありま

す。このため、当行グループでは、モデルが算出する VaR と実際の時価の変動との比較等によるバッ



ク・テスティングを実施することで、使用する計測モデルの精度を評価し、必要に応じて VaR を乗数

補正しております。 

③ 流動性リスクの管理 

当行グループは、流動性リスク管理に関する諸規程・運営方針に従い、資金繰り管理部門と流動性

リスク管理部門を設置し、実効性のある相互牽制体制を整備しております。 

流動性リスク管理部門は、運用・調達の状況を的確に把握するとともに、流動性リスク管理指標を

各種設定し、遵守状況をモニタリングするほか、定期的に経営陣に報告を行っております。 

また、万一の資金逼迫時を想定し、緊急事態にも金融市場においていつでも資金調達ができる体制

を構築しております。 

 

(４) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によ

った場合、当該価額が異なることもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

２０２４年３月３１日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであり

ます。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注１）参照）。

また、現金預け金、外国為替（資産・負債）は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ

とから、記載を省略しており、連結貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目についても記載を省略して

おります。 

（単位：百万円） 

 連結貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

（１）有価証券    

その他有価証券（＊１） ９４５，１２９ ９４５，１２９ ― 

（２）貸出金 ２，９２８，９５５   

貸倒引当金（＊２） △ １８，０７２   

 ２，９１０，８８３ ２，９１１，２５２ ３６９ 

資産計 ３，８５６，０１２ ３，８５６，３８１ ３６９ 

（１）預金 ３，８０７，５８４ ３，８０７，６０６ ２１ 

（２）譲渡性預金 ８１，２０２ ８１，２０２ ― 

（３）借用金 ２９１，３４５ ２９１，１１３ △ ２３１ 

負債計 ４，１８０，１３２ ４，１７９，９２１ △ ２１０ 

デリバティブ取引（＊３）    

 ヘッジ会計が適用されていないもの ５，１２４ ５，１２４ ― 

 ヘッジ会計が適用されているもの(＊４) （１７） （１７） ― 

デリバティブ取引計 ５，１０６ ５，１０６ ― 

(＊１) その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

３１号 ２０２１年６月１７日）第２４－９項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信

託が含まれております。 

(＊２) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

(＊３) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と

なる項目については、（ ）で表示しております。 

(＊４) ヘッジ対象である貸出金の相場変動を相殺するためにヘッジ手段として指定した金利スワップで

あり、主に繰延ヘッジを適用しております。なお、これらのヘッジ関係に、「LIBORを参照する金融

商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実務対応報告第４０号 ２０２２年３月１７日）を適用して

おります。 

 



（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時

価情報の「その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区   分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 (＊１)(＊２) ２，２５６ 

非上場外国証券 (＊１) １１ 

組合出資金（＊３） ８，２９６ 

（＊１) 非上場株式及び非上場外国証券については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第１９号 ２０２０年３月３１日）第５項に基づき、時価開示の対象とはし

ておりません。 

（＊２) 当連結会計年度において、非上場株式について５３百万円減損処理を行っております。 

（＊３) 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第３１号 ２０２１年６月１７日）第２４－１６項に基づき、時価開示の対象とはしておりませ

ん。 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

(１) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

当連結会計年度（２０２４年３月３１日） 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券     

その他有価証券     

国債・地方債 １５４，５０８ ２８７，０６３ ― ４４１，５７１ 

社債 ― １３４，２０３ ３３，００７ １６７，２１０ 

株式 ５６，２８６ １２，６０７ ― ６８，８９３ 

その他 (＊) ６，２４５ ２５７，８４０ ― ２６４，０８６ 

デリバティブ取引     

金利関連 ― ５，５２２ ― ５，５２２ 

通貨関連 ― ２，６６０ ― ２，６６０ 

資産計 ２１７，０４０ ６９９，８９９ ３３，００７ ９４９，９４６ 

デリバティブ取引     

金利関連 ― １，６００ ― １，６００ 

通貨関連 ― １，４７６ ― １，４７６ 

負債計 ― ３，０７６ ― ３，０７６ 

(＊) 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第３１号 ２０２１年６月

１７日）第２４－９項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託は含まれておりません。

第２４－９項の取扱いを適用した投資信託の連結貸借対照表計上額は３，３６６百万円であります。 



第２４－９項の取扱いを適用した投資信託の期首残高から期末残高への調整表 

（単位：百万円） 

期首 

残高 

当期の損益又は 

その他の包括利益 

購入、売

却及び償

還の純額 

投資信託

の基準価

額を時価

とみなす

こととし

た額 

投資信託

の基準価

額を時価

とみなさ

ないこと

とした額 

期末 

残高 

当期の損益に計上し

た額のうち連結貸借

対照表日において保

有する投資信託の評

価損益 

損益に 

計上 

 

その他の

包括利益

に計上 

３，０６４ ― １０１ ２００ ― ― ３，３６６ ― 

 

(２) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

当連結会計年度（２０２４年３月３１日） 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

貸出金 ― ― ２，９１１，２５２ ２，９１１，２５２ 

資産計 ― ― ２，９１１，２５２ ２，９１１，２５２ 

預金 ― ３，８０７，６０６ ― ３，８０７，６０６ 

譲渡性預金 ― ８１，２０２ ― ８１，２０２ 

借用金 ― ２９１，１１３ ― ２９１，１１３ 

負債計 ― ４，１７９，９２１ ― ４，１７９，９２１ 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資 産 

有価証券 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価

に分類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれます。 

公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類して

おります。主に地方債、社債がこれに含まれます。また、市場における取引価格が存在しない投資

信託について、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な

制限がない場合には基準価額を時価とし、レベル２の時価に分類しております。 

相場価格が入手できない場合には、取引金融機関から提示された価格によっており、観察できな

いインプットを用いていない又はその影響が重要でない場合は、レベル２に分類しております。 

私募債は、内部格付に基づく区分ごとに、キャッシュ・フローから、信用リスクを控除したもの

を市場金利で割り引くことにより時価を算出する方式にて現在価値を算出しており、レベル３に分

類しております。ただし、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先の私募債等につきましては、貸出金

と同様に、当該債券の帳簿価額から貸倒見積高を控除した金額をもって時価としております。 

 

貸出金 

貸出金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実

行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、キ

ャッシュ・フローから、信用リスクを控除したもの（ただし、固定金利によるもののうち、住宅ロ

ーン等の消費者ローンについては、ローンの種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を

同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引く）を市場金利で割り引くことにより時価

を算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フ

ローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、

時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額

に近似しており、当該価額を時価としております。 



貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていない

ものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定

されるため、帳簿価額を時価としております。 

当該時価は、レベル３の時価に分類しております。 

 

負 債 

預金及び譲渡性預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしてお

ります。また、定期預金については、一定の種類及び期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フ

ローを割り引いた割引現在価値により時価を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け

入れる際に使用する利率を基礎として用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）のも

のは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

当該時価は、レベル２の時価に分類しております。 

 

借用金 

借用金のうち、約定期間が短期間（１年以内）のもの、又は変動金利によるものは、短期間で市

場金利を反映し、また、当行及び連結される子会社の信用状態は実行後大きく異なっていないこと

から、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。約

定期間が長期間(１年超）で固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金

の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。 

当該時価は、レベル２の時価に分類しております。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引については、店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の

種類や満期までの期間に応じて現在価値技法やブラック・ショールズ・モデル等の評価技法を利用

して時価を算定しております。それらの評価技法で用いている主なインプットは、金利や為替レー

ト、ボラティリティ等であります。観察できないインプットを用いていない又はその影響が重要で

ない場合はレベル２の時価に分類しており、金利スワップ取引、為替予約取引、通貨スワップ取引

等が含まれます。 

 

（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報 

(１) 重要な観察できないインプットに関する定量的情報（２０２４年３月３１日） 

区分 評価技法 
重要な観察できない 

インプット 
インプットの範囲 

インプットの 

加重平均 

有価証券     

 その他有価証券     

社債 現在価値技法 
倒産確率 ０．０％－７．９％ １．３％ 

倒産時の損失率 ０．０％－１００．０％ ８６．６％ 

 



(２) 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（２０２４年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 期首 

残高 

当期の損益又は 

その他の包括利益 

購入、売

却、発行

及び決

済の純

額 

レベル

３の時

価への

振替 

 

レベル

３の時

価から

の振替 

 

期末 

残高 

当期の損益に計上

した額のうち連結

貸借対照表日にお

いて保有する金融

資産及び金融負債

の評価損益 

損益に

計上 

(＊) 

その他の

包括利益

に計上 

有価証券         

その他有価証券         

社債 32,689 △78 △93 489 ― ― 33,007 ― 

(＊) 連結損益計算書の「その他業務収益」及び「その他業務費用」に含まれております。 

 

(３) 時価の評価プロセスの説明 

当行グループはミドル部門において時価の算定に関する手続を定めております。算定された時価

は、独立した評価部門において、時価の算定に用いられた評価技法及びインプットの妥当性並びに

時価のレベルの分類の適切性を検証しております。 

時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデ

ルを用いております。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されて

いる評価技法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の

妥当性を検証しております。 

 

(４) 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

倒産確率 

倒産確率は、倒産事象が発生する可能性を示しており、過去の取引先の倒産実績をもとに算定

した推計値です。倒産確率の大幅な上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）を生じさせます。 

倒産時の損失率 

倒産時の損失率は、倒産時において発生すると見込まれる損失の、債券又は貸出金の残高合計

に占める割合であります。倒産時の損失率の大幅な上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）

を生じさせます。 



(有価証券関係) 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。 

１．売買目的有価証券（２０２４年３月３１日現在） 

 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 △ １ 

 

２. その他有価証券（２０２４年３月３１日現在） 

 種類 
連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 

株式 ６８，２４４ ２１，２９４ ４６，９４９ 

債券 ９１，４１７ ９０，９５４ ４６２ 

 国債 １６，０８５ １５，９５１ １３４ 

 地方債 ４０，１９６ ４０，０１９ １７７ 

 短期社債 ― ― ― 

 社債 ３５，１３４ ３４，９８３ １５０ 

その他 ９７，９５２ ９４，５２７ ３，４２５ 

 外国債券 ５６，８８１ ５６，１３４ ７４７ 

 その他 ４１，０７０ ３８，３９３ ２，６７７ 

小計 ２５７，６１４ ２０６，７７６ ５０，８３７ 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えない 

もの 

株式 ６４９ ８９２ △    ２４２ 

債券 ５１７，３６５ ５３１，５８７ △ １４，２２２ 

 国債 １３８，４２２ １４７，５５９ △  ９，１３６ 

 地方債 ２４６，８６６ ２５０，４６５ △  ３，５９９ 

 短期社債 ― ― ― 

 社債 １３２，０７６ １３３，５６２ △  １，４８６ 

その他 １６９，４９９ １７８，８０５ △  ９，３０５ 

 外国債券 ９８，７３７ １００，８１２ △  ２，０７４ 

 その他 ７０，７６２ ７７，９９２ △  ７，２３０ 

小計 ６８７，５１４ ７１１，２８５ △ ２３，７７０ 

合  計 ９４５，１２９ ９１８，０６１ ２７，０６７ 

 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 ２０２３年４月１日 至 ２０２４年３月３１日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株式 １，３７５ ８６４ ― 

債券 ― ― ― 

 国債 ― ― ― 

 地方債 ― ― ― 

 短期社債 ― ― ― 

 社債 ― ― ― 

その他 １２，７２２ ６６６ ４４７ 

 外国債券 １２，０５２ ５００ ４４７ 

 その他 ６６９ １６６ ― 

合  計 １４，０９７ １，５３０ ４４７ 

 



４．減損処理を行った有価証券  

売買目的有価証券以外の有価証券(市場価格のない株式等及び組合出資金を除く)のうち、当該有価

証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認

められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当

連結会計年度の損失として処理(以下「減損処理」という。)しております。 

当連結会計年度における減損処理額は、１０２百万円(債券)であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、以下のとおりであります。 

時価が取得原価に比べて、３０％以上下落したものを「著しく下落した」とし、そのうち５０％以

上下落したものは原則全額、３０％以上５０％未満下落したものは、回復可能性があると認められる

もの以外について減損処理を行っております。 

 

(金銭の信託関係) 

該当ございません。 

 

(賃貸等不動産関係) 

該当ございません。 

 

(収益認識関係) 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報(自 ２０２３年４月１日 至 ２０２４年３月３１日) 

（単位：百万円）

 報告セグメント 
その他 合計 

 銀行業 リース業 計 

役務取引等収益      

預金・貸出業務 ５，５７３ ― ５，５７３ ２ ５，５７５ 

為替業務 １，８４８ ― １，８４８ ６ １，８５５ 

証券関連業務 １，８３２ ― １，８３２ ― １，８３２ 

保護預り・貸金庫業務 １１８ ― １１８ ― １１８ 

代理業務 ３，２８３ ― ３，２８３ ― ３，２８３ 

その他 ― ― ― ３３ ３３ 

その他経常収益 ７１ １，３８４ １，４５５ ９０３ ２，３５９ 

顧客との契約から生じる 
経常収益 

１２，７２７ １，３８４ １４，１１１ ９４６ １５，０５７ 

上記以外の経常収益 ３９，３６９ １３，１０１ ５２，４７１ ９７６ ５３，４４８ 

外部顧客に対する経常収益 ５２，０９６ １４，４８６ ６６，５８３ １，９２２ ６８，５０６ 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメント等であり、クレジットカー

ド業、信用保証業を含んでおります。 

 

(１株当たり情報) 

１株当たりの純資産額                 １１，９３１円２５銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額       ３７６円８１銭 

 

(重要な後発事象) 

該当ございません。 

 



（企業結合等関係） 
共通支配下の取引等 
連結される子会社による自己株式の取得 
１．取引の概要 
(１) 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

結合当事企業の名称 事業の内容 
三十三リース株式会社 リース業 
株式会社三十三カード クレジットカード業 

 
（２）企業結合日 

２０２４年３月１４日 
 
（３）企業結合の法的形式 

非支配株主からの株式取得 
 
（４）結合後企業の名称 

名称に変更はありません。 
 
（５）その他取引の概要に関する事項 

資本構成見直しによるグループ経営のガバナンスの強化を目的として、非支配株主が保有する株式

を取得したものであります。 
 

２．実施した会計処理の概要 
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第２１号 ２０１９年１月１６日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第１０号 ２０１９年１月

１６日）に基づき、共通支配下の取引等として処理しております。 
 
３．自己株式の取得に関する事項 

取得原価及びその内訳 
取得の対価 現金預け金 ３９７百万円 
取得原価  ３９７百万円 

 

４．非支配株主との取引に係る当行の持分変動に関する事項 

（１）資本剰余金の変動要因 

連結される子会社による自己株式の取得 

 

（２）非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額 

３４百万円 

 


